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平 成 18 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ）

・新規事業は実施していない。
※　平成17年度の補助制度改正により、当初の枠組みで実施で
きる事業はない。
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評    価 (　成　果　）

課    題

H16年度に民間事業者への補助中継の実績が１件あったが、
H17年度以降、新規事業の実績はない。

国庫補助の中継制度そのものが廃止されたため、事業者への
普及啓発・導入促進策として新たな取組みを実施する必要があ
る。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）

○環境省補助の中継（１件）
・「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」を活用し、本市
の中継により民間事業者の地中熱ヒートポンプ（45kW）の設置を
補助
・運用データを継続的に取得しているほか、運転試験結果の公
表、設備公開等の普及啓発事業に取組んでいる。

○国庫補助の中継（0件）
・H17年度に、国庫補助制度が改正され、地方公共団体を通じ
た民間事業者への補助金交付の枠組みが削除された（国から
事業者への直接補助に変更）。新規事業は実施していない。
○Ｈ１６年度実施事業者との連携
・H16年度実施事業については、事業者に対し継続的な運用
データ公開を促し、また、関連講演会への講師を依頼するなど
普及啓発活動で連携している。
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○平成１６年度
　補助制度：環境省二酸化炭素排出抑制対策事業費
補助
　実施内容：民間施設における地中熱ヒートポンプの設
置
○平成１７年度
　補助制度中継の継続
○平成１８年度
　補助制度中継の継続

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞ 「エネルギー有効利用都市」を目指して、市民との協働・民間の誘導を
行う政策として、国庫補助など財政的措置の積極的活用を検討する。
　市民・民間事業者の、省エネルギー・新エネルギーシステムの導入を促
進するため、国庫補助制度を中継する。
　地中熱利用を始めとする実証的な省エネ・新エネ設備に対する補助事
業の活用を通じて、その有効性を検証しながら、活用する補助制度の対
象を順次拡大する。

市民・民間事業者への省エネ・新エネ設備導入推進事業

環境局環境都市推進部新エネルギー政策課　竹内　211-2872

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

19 年 度 以 降 の 方 向 性 ・ 事 業 の 予 定

　国庫補助の民間事業者への中継は、再度、制度化される見込みがない。
　今後は、これまでに市有施設等に導入済みの設備を活用した広報・普及啓発活動、また、環境保全資金融資あっせん制度を拡充す
るなどにより、市民・事業者への普及啓発・導入促進を進める。

施策体系ｺｰ ﾄﾞ 3-2-2 事 業 名
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対策技術率先利用試験事業費補助 臨時 枠外

予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )

15 年 度 末
( 現 状 )

項　　　　　　目

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］
○H16実績
・予算：設計内容の精査、工費圧縮等により実績で減額した。
・内容：概ね計画通りの進捗であった。
○H17実績
・実績なし
※政府方針により、当該国庫補助制度が改正され、自治体を通じた民間事業者への補助金交付の枠組みが廃止された。
○H18実績
・実績なし
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事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名 市民・民間事業者への省エネ・新エネ設備導入推進事業施策体系ｺｰ ﾄﾞ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書 （単位：千円）


